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【目的】当院では独自に「退院支援スクリーニング票」を

作成した。そこから退院支援が必要な患者を抽出するとと

もに、平成25年10月から退院調整加算の算定を開始した。

半年間の算定状況を検証する。【方法】対象は平成 24 年

10 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日の新規入院患者 472 名

の内、退院支援に介入した 122 名。入院から 7 日以内に

「退院困難な要因を有する患者」に退院支援計画書を発行。

要件を満たす患者に退院調整加算を算定し算定状況を後

追い調査した。【結果】対象者 122 名の内「退院困難な要

因を有する患者」は 121 名。その内退院調整加算を算定し

た患者は 57 名（47％）で平均在院日数は 29 日であった。

算定できなかった 64 名（53％）は、診療報酬上算定不可

49 名、入院中 9 名、その他 6 名で、入院中の患者を除く

平均在院日数は 42 日であった。診療報酬上算定不可 49

名の内訳は死亡退院 14 名、亜急性期病床からの退院 13

名、パス算定 8 件などの理由であった。【考察】退院支援

に介入した患者の内、退院調整加算を算定できたのは約半

数であった。平均在院日数は退院調整加算が算定できた群

より算定できなかった群が倍であった。また、当院は急性

期病院から様々な転院を受け入れているが、がん末期の患

者も多い。看取りになる可能性が高い患者には、退院可能

か多職種にてアセスメントスキルが求められる。特に状態

が芳しくない患者に入院早期に退院支援計画書を発行す

ることで家族が戸惑う場面もある。その状態が落ち着くま

では退院支援計画書の発行のタイミングを考慮する事、看

取り目的で転院される患者への退院支援計画書発行のあ

り方など、今後の課題がみえてきた。 

 

 


